
公共施設のあり方検討について ～大津市公共施設白書ダイジェスト～  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設を取り巻く状況 

外部環境１：人口構造の変化が市民ニーズに影響（図 1、2） 

・現在の公共施設は、高度成長期以降の人口増加を背景として整備が進められてきた。 

・今後、将来の人口構造の変化が、公共施設に大きな影響を与えると考えられ、新たな市民

ニーズへの対応が求められる。 

外部環境２：公共施設に投資する財源の確保が厳しくなる（図 3、表 1） 

・中期財政計画において、平成 24 から 28 年までの 5 年間で 148 億円の収支不足を見込

んでいる。 

・生産年齢人口の減少による市税収入の減少、扶助費の増加等により、今後、公共施設に対

する現状の投資額を維持することが厳しくなる。 
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普通会計歳出決算額の推移と今後の見込み 

目的と白書の全体構成 

（目的） 

公共施設の設置状況、運営状況など客観的なデータを可視化し、

今後のあり方検討につなげる。 

 

（白書の全体構成） 

 

 
第１部：大津市の現状 

・現状分析を行う前提となる本市の状況の整理 

地域特性…地域区分、地勢 等 

財政状況…歳入・歳出等公共施設に関連する財政状況 

人口の動向…総人口・年齢３区分別人口の実績及び将来推計

（市全体、地域別、小学校区別） 

 

第２部：大津市の公共施設とは 

・市全体または施設分類別に見た公共施設の分析 

サービスの状況…提供サービス、地域別の配置 等 

ストックの状況…建物の状況、建替え時期 等 

コストの状況…維持管理費、事業運営費の実績 

施設管理の体制…実施体制、指定管理者導入状況 

 

第３部：施設分類別の現状 

・施設分類別に、個別施設の現状を整理・分析し、施

設管理運営等の課題を抽出 

建物の状況…建物の建築年度、耐震性 

サービスの必要性…政策方針・市民ニーズへの対応 

サービスの効率性…利用状況、体制、コスト等 

 

第４部：公共施設があり続けるためには 

・将来の修繕・更新コストの試算と財政的な影響を検

討 

第５部：公共施設マネジメントに向けて 

・現状、問題、課題を踏まえた必要な取組みの方向性

の検討 

公共施設の概況 

概況１：市民ニーズに対応した施設整備（図 4、5） 

・高度成長期以降、人口増加に対応した施設数を確保するとともに、新たな市民ニーズに対応した公共

施設の整備を進めてきた。（530 施設、1,092 棟、98 万㎡） 

概況２：地域バランスやアクセスに配慮した施設整備（図 6、7） 

・公共施設の配置状況を見ると、「地域施設」では、地域づくりの推進等を図るため、均一的なサービ

スの提供に努める一方、「広域施設」は市内全域からのアクセスが良い中・南部地域に集中的に配置

されている。 

概況３：建物の老朽化対応・更新のニーズが急激に高まる（図 4、5） 

・昭和 46 年～平成 12 年にかけ、急速なペースで施設を整備。 

・築 30 年以上経過する建物が、面積ベースで約 4 割を占めており、今後、大規模修繕の発生が高まる

ほか、施設更新の必要性が高まるものと予想される。 
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概況１：市民ニーズに対応した施設整備（図 4、5） 

・高度成長期以降、人口増加に対応した施設数を確保するとともに、新たな市民ニーズに対応した公共

施設の整備を進めてきた。（530 施設、1,092 棟、98 万㎡） 

概況２：地域バランスやアクセスに配慮した施設整備（図 6、7） 

・公共施設の配置状況を見ると、「地域施設」では、地域づくりの推進等を図るため、均一的なサービ

スの提供に努める一方、「広域施設」は市内全域からのアクセスが良い中・南部地域に集中的に配置

されている。 

概況３：建物の老朽化対応・更新のニーズが急激に高まる（図 4、5） 

・昭和 46 年～平成 12 年にかけ、急速なペースで施設を整備。 

・築 30 年以上経過する建物が、面積ベースで約 4 割を占めており、今後、大規模修繕の発生が高まる

ほか、施設更新の必要性が高まるものと予想される。 
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【公共サービスの提供に関する課題】 

課題１：状況の変化に応じた適切なサービスの提供 

・個別施設の利用状況を見ると、利用数が低い施設も多くみられる。 

・貸室サービスの稼働率から、必ずしも施設が有効に活用されていると言えない。 

 

課題２：施設サービスの受益者による適正なコスト負担 

・『施設使用料設定基準』に沿って、施設ごとに利用者の適正な負担を検討する必要がある。 

・施設利用者から料金を徴収している施設もあるが、管理運営にかかるコストに対する割合は低い。 

 

【ストックに関する課題】 

課題 3：修繕の積み残しによる修繕・更新費用の増大 

・現在支出されている修繕費は、計画的な保全を行う場合に必要と推計される額の半分以下であり、本来

必要な修繕の積み残し・先送りが生じている恐れがある。 

・将来コスト推計における想定以上に、修繕・更新費用の負担が増すことが懸念される。 

 

課題４：大規模施設・大量保有施設における修繕・更新費用の負担 

・棟あたりの延床面積の上位 30 棟で面積全体の 25％を占めることから、これら建物の修繕・や更新の

時期が重なれば、財政にも大きな影響を与えることが懸念される。 

・学校施設や市営住宅など、大規模な公共施設については、整備時期や修繕時期の集中に伴う財源確保な

ど、様々な課題の発生が懸念される。 

 

課題５：耐震化の推進に関する費用の負担 

・耐震性能が確認されていない建物が全体の 5％程度あり（図 8、9）、大地震に備えた安全性確保のた

めの耐震化を推進していく必要がある。 

 

課題 6：公共施設における維持管理の最適化 

・施設の維持管理は、施設所管課がその管理を行っているが、修繕の積み残しが発生している恐れがある。 

・建築課からの改善通知への対応や市全体の公共施設を捉えた部局横断的な連携や調整が十分に行われて

いるとは言い難く、維持管理の最適化を図っていく必要がある。 

【コストに関する課題】 

課題７：公共施設のサービス提供にかかるコスト縮減 

・維持管理費や事業運営費（人件費含む）の総額として、年間約 299 億円のコストがかかっており、減

価償却費相当を考慮したフルコストで見ると年間の普通会計決算額の約 30％に相当することから、今

後も引き続き、施設の管理運営にかかる一層のコスト縮減に取り組んでいくことが求められる（図

10）。 

 

 
【財政に関する課題】 

課題 8：財政負担の軽減に向けた施設総量の検討 

・将来コスト（修繕費、更新費）の推計結果では、今後、少ない時期で 40 億円弱、ピーク時には 120

億円超と試算される（図 11、12）。 

・将来の財政状況を踏まえると、公共施設の新規整備や耐震改修、修繕は、非常に厳しいものと予想され

る。 
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◎課題への対応に向けた取組みの方向性 

 

方向性１：公共施設のサービスの適正化（効率的な配置の検討） 

・現状及び将来の市民ニーズに的確に対応していくために、公共施設の効率的な配置の検討を行い、公共施設サービスの適正化を図ることが求

められる。 

・公共施設の効率的な配置の検討にあたっては、公共施設のサービス（機能）の適正化が重要であり、ハコ（建物）については可能な限り、複

合化や用途転換等による集約化などを図り、修繕・更新費用の縮減につなげることが求められる。 

方向性 2：既存建物の長期的・計画的な保全 

・今後は、修繕・更新及び耐震化にかかる将来の費用負担の増大に対応していくことが求められる。 

・施設の修繕・更新等については、長期的な視点で計画的な保全を行うことが求められる。 

方向性３：コスト発生要因の分析と縮減方策の検討 

・公共施設においては、建物の修繕・更新だけではなく、全てのコスト縮減に取り組んでいくことが求められることから、コスト発生要因の把

握に努めるとともにコスト縮減に向けた検討が必要となる。 

方向性４：公共施設にかかる財源の確保 

・公共施設にかかる財源確保については、修繕・更新費用の縮減や使用料の適正化への取り組むとともに、減価償却費に相当する金額の積み立

てなど、公共施設の修繕・更新に充当できる財源を確保していくことが必要である。 

方向性５：全庁的な公共施設マネジメントを行う仕組みと組織づくり 

・公共施設の維持管理や運営は、基本的に所管課が主体となって実施されており、所管内での最適化は図られているものの、全庁的な視点に立

った取り組みが必要である。 

・方向性１～方向性４の取り組みにおいては、施設全体としての最適化等ノウハウの共有を図ることで、より大きな効果が得られるものと期待

され、公共施設全体としてマネジメントを最適化する仕組みづくりが必要となる。 

■公共施設における課題 
図 8 図 9 

図 11 図 12 

図 10 
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